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１ 市民意見募集概要 

（１）目的 

障がいを理由とする差別の解消を目的とする条例案の策定にあたり，市民との情

報共有を図り，市民意見を条例案に反映させるため，福岡市パブリック・コメント

手続要綱に基づき，条例案を公表し，意見募集を実施しました。 

 

（２）意見募集期間 

  平成３０年１月２２日（月）～２月２３日（金） 

 

（３）実施方法 

①  条例案の公表 

市政だより平成 30 年１月１日号で告知の上，下記の本市機関及び障がい相談

窓口にて条例案の閲覧および配布を行うとともに，２月２日に開催した「福岡市

障がい者差別解消条例案タウンミーティング」にて条例案の説明を実施しました。 

また，福岡市ホームページにも音声読み上げ対応のテキスト版と併せて掲載す

るとともに，条例案の点字版及び音声版を作成し，市役所本庁舎及び各区役所で

利用できるようにしました。 

 

 ※閲覧・配布場所 

  ・福岡市役所本庁舎（保健福祉局，こども未来局，情報公開室，情報プラザ） 

  ・各区役所（福祉・介護保険課，健康課，市民相談室），各出張所 

  ・心身障がい福祉センター 

・福岡市市民福祉プラザ 

・西部療育センター 

・東部療育センター 

・精神保健福祉センター 

・こども総合相談センター 

・発達教育センター 

・発達障がい者支援センター 

・障がい者就労支援センター 

・区基幹相談支援センター（市内 14 か所） 

  

② 意見提出の方法 

郵送，ＦＡＸ，電子メール，福岡市ホームページからの送信，配布場所への

持参により受け付けました。 

 

 

 

 



2 

 

（４）意見募集結果 

①意見提出状況 

提出者数・・・24 人・団体（内訳：16 人，８団体） 

    意見件数・・・69 件 

 

②  意見集計結果 

 

  

（５） 福岡市障がい者差別解消条例タウンミーティング 

  ① 開催日時 

   平成 30 年２月２日 13:00～15:20 

  ② 場所 

   アクロス福岡 地下２階 イベントホール 

  ③ 参加人数 

   115 名 

  ④ プログラム 

  ・はじめに  

・こんなときどうする ～劇を交えた障がい者差別解消Ｑ＆Ａ～ 

 【内容】劇を通じて障がい者差別解消の考え方を紹介 

・知的障がいや発達障がいの擬似体験 

 【内容】口頭で伝えられた内容の絵を描くことを通じて，障がいのある方の捉

え方を擬似体験 

・条例案についての説明・質疑 

 【内容】条例案の概要等について説明し，質疑応答を実施 

・閉会 

 

 

 

意見への対応

意見の分類（件数）

条例名 2 2

第１章　総則（第１条―第５条） 7 2 5

第２章　基本理念（第６条） 4 4

第３章　障がいを理由とする差別の禁止（第７条―第８条） 13 13

第４章　障がいを理由とする差別を解消するための施策等（第９条―第19条） 7 1 6

第５章　福岡市障がい者差別解消推進会議（第20条―第25条） 5 5

第６章　福岡市障がい者差別解消審査会（第26条―第31条） 1 1

附則 2 2

漢字表記 1 1

その他（質問，要望や今後参考にすべき内容等） 27 27

合計 69 3 39 27

条例案
どおり

修正 その他
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２ 福岡市障がいを理由とする差別をなくし障がいのある人もない人も共に生

きるまちづくり条例（案）に対する市民意見（主なもの） 

 

（１）市民意見を受けて修正をしたもの 

【修正を行った理由】 

条例の名称にあわせるため。 

 

【修正を行った理由】 

第３条や第４条で「差別の解消に関する施策」と規定しており，これに合わせ

るため。 

 

【修正を行った理由】 

市職員の理解促進を図る姿勢を明確にするため（第９条第２項に規定）。 

 

（２）原案どおりとしたもの 

＜条例名＞ 

【原案どおりとする理由】 

条例名については，条例検討会議や福岡市保健福祉審議会（障がい者保健福祉

専門分科会）における委員の意見，「ユニバーサル都市・福岡」の趣旨を踏まえた

ものであるため。なお，通称としては「福岡市障がい者差別解消条例」とするこ

とを想定している。 

  

① 第１条「共生」を「共に生きる」に改めるべき。共生とは，違うものが共に生き

るという意味もある。無用な誤解は避けるべく，題名にあわせ，共に生きるで良い

のではないか。 

② 第 12 条「差別に関する施策を実施」を「差別の解消に関する施策の実施」に改

めるべき。 

③ 市職員の理解を深めることが大事であるため，研修等の施策も必要だと考える。

具体的には，第３条に次の項目を入れてほしい。 

市は，障害のある人に対する支援を適切に行うため，全ての職員が合理的配慮の

必要性を理解するよう研修その他必要な施策を講じること。 

④ 条例名が長すぎる。たとえば，「福岡市障がい者差別解消条例」や「福岡市障が

いを理由とする差別をなくす条例」などとできないのか。 

⑤ 条例名について。「撤廃」には，法や制度を整備し，行政が社会の，そして国民

の先頭に立って取り組むという積極的意味があるが，「解消」にはそのような積極

的意味はない。福岡市の積極的な意思を明確にするため，「障害者差別撤廃条例」

とすべきだ。 
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＜第２条関係＞ 

【原案どおりとする理由】 

合理的配慮の内容については，当事者の希望を踏まえつつ，事業者の負担の程

度など個別の状況も勘案し，関係者間で意思疎通，建設的対話を図りながら具体

的に決定していく必要があるため。 

 

 

＜第７条・第８条関係＞ 

【原案どおりとする理由】 

第２条第３号（定義）において，障がいを理由とする差別は，「不当な差別的取

扱いを行い，又は合理的配慮をしないこと」としたうえで，第６条第２号（基本

理念）において，「何人も，障がいを理由とする差別により障がい者の権利利益を

侵害してはならない」と規定し，メッセージ性を強めている。 

加えて，本条例の基本的な考え方としては，障がい者との交流を通じた相互理

解を深め，差別をする側とされる側とに分けた対立構造ではなく，相互の立場を

踏まえた建設的な対話を行うこととしており，この趣旨から市民に対する規制は

適切ではないと考えるため。 

 

  【原案どおりとする理由】 

民間事業者における合理的配慮の提供には様々なことが考えられ，何をしなけ

ればならないのかが具体的場面等によって異なるため，一律に義務付ける規定と

することは，様々な法的問題が生じることが懸念されるとの意見もあるため。当

該規定については，社会における合理的配慮の浸透の状況等を踏まえ，条例施行

から３年後の見直しの際に検討していく予定。 

 

 

 

 

 

⑥ 合理的配慮は，事業者等が考えた配慮方法ではなく，まず当事者の希望する方法

を聞いたうえで，できるだけその希望に応じた配慮をしてほしい。具体的には，第

２条第５号を次のようにしてほしい。 

(5) 合理的配慮 障がい者の性別，年齢及び障がいの状態に応じ，かつ当事者の

希望する方法で社会的障壁の除去のための必要かつ合理的な現状の変更又は調

整をいう。 

⑦ 第７条にまず「何人も障がいを理由とする差別してはならない」と明記すべき

だ。各分野別に差別禁止事項を設けることも大切だが，市や事業者だけが徹底して

も不十分だと思う。 

⑧ 事業者の合理的配慮義務について，努力義務を法的義務にしてほしい。 
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【原案どおりとする理由】 

建設的対話を通じてその具体的内容が定まっていく合理的配慮について，障が

い者やその家族等からの意思の表明がない場合にこれを義務付けることは，現実

の場面での必要性はあるにしても条例で規定することは困難と考えられるため。

なお，意思表明の主体を「障がい者及びその家族その他の関係者」と広くしてい

る。 

 

＜第 16 条～第 19 条関係＞ 

【原案どおりとする理由】 

本条例は，紛争が発生した場合「建設的な対話を行うことにより解決すること

を基本とする」（第６条第５号）ものであり，強制的な手法を用いることは本条例

の理念と相容れないため。 

 

【原案どおりとする理由】 

推進会議と審査会はそれぞれ異なる役割を担う機関であり，審査会は推進会議

とは別に専門的な見地から公正な判断をするという機能に特化した機関とするこ

とが望ましいと考えられるため。 

  

⑨ 合理的配慮の要件として，第８条に，「障がいのある人が社会的障壁の除去を必

要としている場合であって，そのことを認識できるとき。」の文言を挿入し，意思

表示ができず，代弁者がいない緊急時も含む場合などを想定した規定にしてほし

い。 

⑩ 第 16 条，第 19 条について。命令の規定を設けるべき。また，公表だけでなく，

刑事罰をもって臨むべき。 

⑪ 第 16 条と第 17 条，第 18 条の指導助言，審査会への諮問，勧告については，推

進会議に意見を求め，勧告については審査会に意見を求める２段階構えとなってい

るが，相談に関しては一貫してかかわり，必要な段階で意見を述べる流れが分かり

やすく納得できる。審査会をなくして，推進会議に審査会の機能を移した方がよ

い。 
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（３）その他（要望や今後参考にすべき内容等） 

 

⑫ 身近な相談窓口として「基幹相談支援センター」を想定しているとのことだが，

相談窓口は，アクセスしやすいことが重要なので，まずは区役所に窓口を置くべき

だ。基幹相談支援センターは福祉サービスにつなげることが主な業務と思われるた

め，同センターに相談窓口機能を付加すべきでない。 

⑬ 差別事案が発生した場合の相談支援が的確に迅速に機能するように，障がい者

110 番など人員の充実もお願いしたい。 

⑭ 身近さと専門性が両立するような相談体制は，相談する方はどちらも同じと感じ

るので，責任もっての回答を期待する側からいえば，専門性の整備のみでいいので

はないか。窓口はひとつにしてほしい。 

⑮ 附則の「検討」について。3 年後の見直しは，推進会議を中心に勘案してほし

い。 

⑯ 条例が生活の中で活きるためには，差別感情に蓋をしても仕方がないし，知らな

いうちに差別していることも多いので，条例の理念や障がい理解の啓発に力を入れ

てほしい。 


